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広島市住宅耐震改修等補助事業実施要綱  

  

 広 島市 住 宅耐震改修補助事業実施要綱（平成２０年４月３０

日施行）の全部を改正する。  

 

 （趣旨）  

第１条  この要綱は、民間住宅の耐震化の促進を図り、災害に

強い都市構造を形成することに寄与するため、市民自らが行

う住宅の耐震 改修等に要する費用の一部を、予算の範囲内に

おいて補助することについて、広島市補助金等交付規則（昭

和３６年広島市規則第５８号。以下「規則」という。）に定め

るもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

 （定義）  

第２条  この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、当

該各号に定めるところによる。  

⑴  補助対象住宅  市内に存する木造在来軸組構法及び伝統

的構法の住宅で、次に掲げる要件のすべてに該当するもの

をいう。  

ア  昭和５６年５月３１日以前に着工された一戸建て住宅

（店舗等の用に供する部分の床面積が延べ面積の２分の

１未満のものを含む。）であること。  

イ  地階を除く階数が２以下であること。  

ウ  現に居住の用に供する住宅であること。  

 エ  販売を目的とするものでないこと。  

 オ  国又は 他の 地方公共団体から 、この要綱に基づく補助

金の 交付の対象と同一のもの に 対 して、 補助金の交付を

受けていないものであること。  

⑵  耐 震 診 断  一 般 財 団 法 人 日 本 建 築 防 災 協 会 が 発 行 す る

「 2012年 改 訂 版 木 造 住 宅 の 耐 震 診 断 と 補 強 方 法 」 に 定 め る

「一般診断法」又は「精密診断法」（時刻歴応答計算による

方法を除く。）に基づいて、建築士法（昭和２５年法律第２

０２号）第２条第１項に規定する建築士（以下「建築士」と

いう。）が補助対象住宅の地震に対する安全性を評価するこ

とをいう。  
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⑶  簡易耐震診断  国土交通省住宅局監修、一般財団法人日

本建築防災協会編集のリーフレット「誰でもできるわが家の

耐震診断」の耐震診断問診表に基づいて、補助対象住宅の地

震に対する安全性を評価することをいう。  

⑷  耐震改修計画判定書  建築物の耐震改修の計画が、建築

物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３

号）に基づく国土交通省告示第１８４号別添（建築物の耐

震診断及び耐震改修の実施について技術上の指針となるべ

き事項）に定めるところにより作成され、かつ、当該計画の

作成に当たり行った構造計算が妥当であることを 既存建築

物耐震診断・改修等推進全国ネットワーク委員会が登録し

た耐震判定委員会その他 市長 が 認 め るも の が証する書類を

いう。  

⑸  耐震改修計画  耐震診断の結果、上部構造評点が０．７

未満の補助対象住宅を、耐震改修工事後に１．０以上にす

るために必要となる補強計画で、建築士が作成するものを

いい、次のいずれかに該当するものをいう。  

 ア  その計画の作成に当たって一般財団法人日本建築防災

協会の木造住宅耐震診断プログラム評価制度 の評価を取

得した木造住宅の耐震診断プログラムを利用して行うも

の  

 イ  耐震改修計画判定書の 交付を受けた補強計画に基づき

行うもの  

⑹  耐震改修設計  耐震改修計画を作成し、補強計画図や見

積書等の耐震改修工事に必要な図書を作成するものをいう。 

⑺  耐震改修工事  耐震改修計画に基づいて行 う工事で、建

築士が工事監理するものをいう。  

⑻  省エネ基準  建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律（平成２７年法律第５３号）第２条第１項第３号に

規定する建築物エネルギー消費性能基準に相当するものを

いう。  

⑼  除却工事  耐震診断の結果、上部構造評点が０．７未満

又は簡易耐震診断による評点の合計が７以下の補助対象住

宅を取り壊すことをいう。  
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⑽  現地建替え工事  除却工事後、同一の敷地に、新たに住

宅を建築することをいう。  

⑾  非現地建替え工事  除却工事を行うとともに 、別の敷地

に、新たに住宅を建築することをいう。  

⑿  居住予定者  第３条 第１項第１号及び第２号に掲げる 補

助対象事業完了後、 同条第１項第１号においては 補助対象

住宅 、 同条第１項第２号においては新たに建築する住宅に

居住を予定している者で、実績報告の時点において 当 該住

宅に居住しているもの  

（補助対象事業）  

第３条  補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」

という。）は、次に掲げるものとする。  

⑴  耐震改修 設計及び耐震改修工事を行うもの（以下「耐震

改修事業」という。）  

⑵  現地建替え工 事、 新たに建築する住宅の 設計及び工事監

理を行うもので、次に掲げる要件の全てに該当するもの（以

下「現地建替え事業」という。）  

ア  新たに建築する住宅が省エネ基準に適合するもの  

イ  新たに建築する住宅が土砂災害警戒区域等における土

砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第

５７号。以下「土砂法」という。）第９条第１項に規定す

る土砂災害特別警戒区域 外にあるもの  

⑶  非現地建替え工事を行うもの（以下「非現地建替え事業」

という。）  

⑷  除 却工事を行うもので 、新たに居住する住宅 が耐震性を

有するもの（以下「除却事業」という。）  

２  前項第２号から第４号 まで に掲げる補助 対象事業 において 、

補助対象住宅が建つ敷地の道路に面するブロック塀に、倒壊

の危険性が認められる場合 は 、その状況を改善する ものとす

る。  

（補助額）  

第４条  各補助対象事業における補助額は、次のとおりとする。

ただし、補助額はその額に千円未満の端数があるときは、そ

の端数は切り捨てた額とする。   
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補助対象事業  補助額（消費税を除く。）  

耐震改修事業  

耐震改修事業に要する費用のうち、耐震

改修工事費（工事監理費を除く。）の 80％

かつ、 100万円を限度とする。  

現地建替え事業  

現地建替え事業に要する費用のうち、現

地建替え工事費の 80％かつ、 100万円を

限度とする。  

非現地建替え事業  

非現地建替え事業に要する費用のうち、

除却工事費の 23％かつ、50万円を限度と

する。  

除却事業  
除却工事費の 23％かつ、50万円を限度と

する。  

 

 （補助対象者）  

第５条  補助の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は 、

補助対象事業のいずれかを行おうとする者であって、次に掲

げる要件のすべてに該当する者とする。  

 ⑴  補助対象住宅の 所有者、所有者の配偶者又は一親等の親

族（以下「所有者等」という。）  

 ⑵  補助対象住宅に居住している所有者等  

 ⑶  補助対象事業完了後も 広島県内に居住する者  

 ⑷  世帯の主たる生計維持者の市税の滞納がないこと。  

⑸  世 帯 の 主 た る 生 計 維 持 者 の 前 年 の 所 得 金 額 が 1,200万 円

以下であること。  

２  耐震改修事 業 又は現地建替え 事 業を行おうとする者におい

ては、前項第 ２号の規定にかかわらず、居住予定者とするこ

とができる。  

（補助金の交付の申請）  

第６条  補助対象者が 補助 金 の交付を受けようとする とき は、

補助対象事業に着手する前に、広島市住宅耐震 改修等 補助金

交付申請書（別記様式第１号）に次に掲げる書類を添付して

市長に提出しなければならない。  

⑴   住民票の写し（世帯全員の氏名及び世帯主との続柄の記
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載のあるものに限る。）  

⑵   補助対象住宅に係る登記事項証明書その他当該住宅の所

有者が分かるもの  

⑶   補助対象住宅に係る建築確認通知書の写しその他当該住

宅の建築年月日が 分かるもの  

⑷   耐震診断の結果報告書の写し（現地建替え事業、非現地

建替え事業又は除却事業に限り、簡易耐震診断の結果の写

しとすることができる。）  

⑸   世帯の主たる生計維持者の納税証明書（市税を滞納して

いない旨の証明書）又はその写し  

⑹   世帯の主たる生計維持者の市民税・県民税課税台帳記載

事項証明書（所得証明書）又はその写し  

⑺   補助対象住宅の現況写真  

⑻   補助対象事業に要する費用の見積書又はその写し  

⑼   補助金の交付申請に係る誓約書（別記様式第２号）  

⑽   次に掲げる事項を記載した事業計画書  

ア  補助対象事業に係る全体工程表  

イ  補助対象住宅の付近見取図及び配置図  

⑾   その他市長が必要と認めるもの  

２  現地建替え 事 業、非現地建替え 事業 又は除却事 業 を行う者

で、 補助対象住宅が建つ敷地の道路に面するブロック塀が存

する 場 合は 、 前項に掲げる書類のほか、 次に掲げる書類を添

付しなければならない。  

⑴  ブロック塀の外観写真  

⑵  ブロック塀の 倒壊の危険性 の有無と改善方法を示すもの

（建築士が作成したものに限る。）  

３  前年度及び当該年度において既に広島市住宅耐震診断補助

事業による補助金の交付を受けた者にあって、第１項第１号

から第４号までに掲げる書類の記載内容に変更がなく、 広 島

市木造住宅耐震診断費補助金額確定通知書 の写し を添付する

場合には、同項第１号から第４号までに掲げる書類の添付 を

省略することができる。  

４  補助対象者のうち 居住者又は居住予定者が所有者でない 場

合においては、前各項に掲げる書類のほか、戸籍謄本その他
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所有者と居住者又は居住予定者の親族関係が 分 か るものを提

出しなければならない。  

 （交付決定通知等）  

第７条  市長は、前条の規定による申請を審査し、適当である

と認めたときは、広島市住宅耐震 改修等 補助金交付決定通知

書（別記様式第３ 号）により当該申請者に通知するものとす

る。  

２  市長は、補助金の交付を決定する場合において、必要に応

じて条件を付すことができる。  

３  市長は、補助金を交付しないことを決定したときは、広島

市住宅耐震改修等補助金不交付決定通知書（別記様式第４号）

により当該申請者に通知するものとする。  

４  第１項の規定により補助金交付決定通知を受けた者は、当

該通知を受けた後に補助対象事業に着手するものとする。  

 （補助対象事業の着手）  

第８条  補助金の交付の決定を受けた者は、 補助対象事業に着

手したときは、遅滞なく 広島市住宅耐震 改修等 補助事業着手

届（別記様式第５号）に次の各号に掲げる区分に応じ、同号に

掲げる書類を添付して市長に届け出なければならない。  

 ⑴  耐震改修事業  

  ア  耐震改修設計、耐震改修工事及び工事監理に係る契約

書の写し  

  イ  設計者及び工事監理者の建築士免許証の写し  

 ウ  耐震改修工事後における耐震診断の判定値（計画値）  

 エ  耐震改修計画に係る設計図書  

 オ  耐震改修計画の作成方法を示す書類  

 カ  その他市長が必要と認める書類  

⑵  現地建替え事業  

 ア  現地建替え工事 、新たに建築する住宅 の 設 計及 び工 事

監理に係る契約書の写し  

 イ  新たに建築する住宅の配置図、平面図 及び立面図  

 ウ  新たに建築する住宅の確認済証（建築基準法（昭和２

５年法律第２０１号）第６条第４項の規定による確認済

証をいう。以下同じ。）の写し（建築基準法第６条第１項
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に 規定する確認を要しない場合にあっては、同法第１５

条第１項の規定による工事届の写し）  

  エ  省エネ基準への適合確認のための書類  

  オ  その他市長が必要と認める書類  

 ⑶  非現地建替え事業  

 ア  除却工事に係る契約書の写し  

 イ  新たに建築する住宅の付近見取図、配置図、平面図 及

び立面図  

 ウ  新たに建築する住宅の確認済証の写し （建築基準法第

６条第１項に規定する確認を要しない場合にあっては、

同法第１５条第１項の規定による工事届の写し）  

  エ  その他市長が必要と認める書類  

 ⑷  除却事業  

 ア  除却工事に係る契約書の写し  

 イ  新たに居住する住宅の検査済証 （建築基準法第７条第

５項の規定による検査済証をいう。以下同じ。）の写しそ

の他耐震性を有することが分かる書類  

 ウ  その他市長が必要と認める書類  

（変更等の承認申請）  

第９条  補助金の交付の決定を受けた者は、補助金交付決定後

において、規則第１２条第１項の規定による計画の変更等の

承認を受けようとするときは、遅滞なく広島市住宅耐震 改 修

等補助事業変更（中止・廃止）承認申請書（別記様式第 ６号）

を市長に提出しなければならない。  

２  市長は、前項の申請を審査し、適当であると認めたときは、

広島市住宅耐震改修等補助事業変更（中止・廃止）承認通知

書（別記様式第７号）により当該申請者に通知するものとす

る。  

 （実績報告）  

第１０条  補助金の交付の決定を受けた者は、補助対象事業の

完了の日から４０日以内又は当該年度の １ 月末日までのいず

れか早い日までに、広島市住宅耐震 改修等 補助事業実績報告

書（別記様式第８ 号）に次に掲げる書類を添付して市長に提

出しなければならない。  
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⑴  補助対象 事業 の着手前、工事中及び完了時の状況の分か

る写真  

⑵  工事監理報告書（別記様式第９号）（耐震改修事業の場合

に限る。）  

⑶  補助対象事業に要した費用の請求書及び領収書の写し  

⑷  その他市長が必要と認める書類  

２  補助対象者のうち居住予定者は、前項に掲げる書類のほか、

住民票の写し （耐震改修 事業 においては 補助対象住宅 、現 地

建替え 事業 においては 新たに建築した住 宅 に居住しているこ

とが分かるもの）を添付しなければならない。  

３  現地建替え事業に係る報告は、前２項に掲げる書類のほか、 

新たに建築した住宅の検査済証 の 写 し を添付しなければなら

ない。ただし、建築基準法第６条第１項に規定する確認を要し

ない場合にあっては、この限りでない。  

４  非現地建替え 事業 に係る報告は、第１項に掲げる 書類 のほ

か、次に掲げる書類を添付しなければならない。  

 ⑴  新たに建築した住宅の検査済証 の写し （ 建築基準法第６

条第１項に規定する確認を要 する場合に限る。）  

 ⑵  新たに建築した住宅への住み替え後の住民票の写し  

５  除却 事 業に係る報告は、 第１項に掲げる 書 類のほか、 新た

に居住する 住宅への住み替え後の住民票の写し を添付しなけ

ればならない。  

６  現地建替え事業、非現地建替え事業又は除却事業において、

補助対象住宅が建つ敷地の道路に面するブロック塀に、倒壊

の危険性が認められる場合は、第１項に掲げる書類のほか、改

善状況が確認できる書類 を添付しなければならない。  

（補助金の額の確定）  

第１１条  市長は、前条の規定による実績報告を受けたときは、

その報告に係る補助事業の成果が補助金の交 付の決定の内容

及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査

確認し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を

確定し、広島市住宅耐震 改修等 補助金額確定通知書（別記様

式第 １ ０号）により当該補助金の交付の決定を受けた者に通

知しなければならない。  
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 （補助金の請求）  

第１２条  前条の規定による通知を受けた者は、広島市住宅耐

震改 修 等補助金交付請求書（別記様式第 １ １号）を市長に提

出し、補助金の交付の請求をするものとする。  

 （交付決定の取消等の通知）  

第１３条  市長は、規則第１２条第３項の 規定により補助金の

交付の決定を取り消し、又は変更したときは 、広島市住宅耐

震改修等補助金交付決定取消（変更）通知書（別記様式第 １２

号）により通知するものとする。  

２  市長は、規則第１８条第１項の 規定により補助金の交付の

決定の全部又は一部を取り消したときは 、広島市住宅耐震 改

修等補助金交付決定（一部）（全部）取消通知書（別記様式第

１３号）により通知するものとする。  

 （返還命令）  

第１４条  市長は、規則第１２条第５項、 第１９条第１項又は

同条第２項の規定により補助金の返還を命ずるときは、広島

市住宅耐震改修等 補助金返還命令書（別記様式第 １４ 号）に

より行うものとする。  

 （調査等に対する協力）  

第１５条  市長は、補助金の交付の決定を受けた者に対し、補

助対象事業に関する調査又は報告の協力を求めることができ

る。  

（帳簿等の整備）  

第１６条  補助金の交付を受けた者は、補助事業について証票

を整え、及び経理を明らかにする帳簿を作成し、補助事業の

完了後５年間保存しなければならない。  

（暴力団の排除）  

第１７条  市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当すると

きは、この要綱に定める他の規定にかかわらず、補助金を交

付しないものとする。  

  ⑴  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下

「暴力団」という。）又は同条第６号に規定する暴力団員
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（以下「暴力団員」という。）  

    ⑵  広島県暴力団排除条例（平成２２年広島県条例第３７号）

第１９条第３項の規定による公表が 現に行われている者  

 ⑶  暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者  

２  市長は、補助金の交付の決定を 受けた者が前項各号のいず

れかに該当すると認めたときは、補助金の交付決定の全部又

は一部を取り消すことができる。  

（委任規定）  

第１８条  この要綱の施行に関し必要な事項は、都市整備局指

導担当局長が別に定める。  

 

附  則  

（施行期日）  

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。  


